






































































のビル街や住宅団地で進んだ（小池・松原、2012：64）。国は、1986 年から 1990 年にわたる第 1
期の「電線類地中化計画」を策定し、その後 2004 年から 2008 年にわたる第 5 期を経て、2009
年からは「無電柱化に関わるガイドライン」を策定、総延長で 9,000 km の地中化を達成した（小
池・松原、2012：67-68）。ただし、実績整備延長は、2017 年の期間内までで約 2,200 km であり、
年平均に換算すると 250 km/年になり、これまでの整備計画と比べると、実績整備が大きく落ち








かかわらず、2019 年に国が実施した無電柱化に関する調査によれば、全国の約 1,700 の市区町村






柱または電線を道路上に新たに設置してはならないと定められている（第 10 条 1 項）。さらに、
関係事業者は、既存の電柱や電線についても道路の新設や市街地の開発と併せて行うことができ
るときは、電柱または電線を撤去する必要がある（第 10 条 2 項）。東京都の無電柱化の整備状況
は、区部が 55％に対して多摩地域が 17％とその差は大きい（8）。
























































































無電柱化を進めてきた。東京都における無電柱化は、1999 年から 2012 年まで石原慎太郎都政時


















支える関係にあった。自民党の議席数は、定数 127 議席中、1997 年が 54 議席、2001 年が 53 議
東京都における無電柱化の政治過程 49
席、2005 年が 48 議席、2009 年が 38 議席であった（20）。2005 年からは民主党が躍進し、2005 年
に 35 議席、2009 年には 54 議席を獲得し、2009 年に都議会第 1 党となった（21）。ただし、続く猪




かけが少なくなる。2012 年 12 月に猪瀬は東京都知事になり、東京 2020 オリパラ関連招致委員
会議長となり、2013 年 9 月に開催地として東京での招致を実現した。しかし猪瀬は、その後に




































2013 年の自民党が圧勝した時点の構成であり、自民党が 59 議席、公明党が 23 議席、共産党が
17 議席、民主党が 7 議席、みんなの党が 7 議席、都議会生活者ネットワークが 3 議席、維新の





小池は 2016 年 10 月に、今後の東京都の取り組みを決める「2020 年に向けた実行プラン」の
策定を開始、計 3 回のプラン策定会議を経て、同年 11 月には大枠を取り決めた。「2020 年に向






あった。このプラン策定会議において、2017 年に向けた条例化の話が持ち上がる。2016 年 10 月

































































































（ 1 ）  景観法、景観法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律、都市緑地保全法等の一部を改正する
法律の 3 つを指す。
（ 2 ）  大規模小売店舗立地法、中心市街地の活性化に関する法律、改正都市計画法の 3 つを指す。
（ 3 ）  東京都（2014）『東京都無電柱化推進計画』、p. 2（http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/content/ 
000043891.pdf、最終閲覧日 2019 年 8 月 31 日）。
（ 4 ）  概ね首都高速中央線環状線の内側エリアを指す。
（ 5 ）  戦後の国による無電柱化については小池・松原（2012）が詳しい。本項も前掲書を基に、近年の動
向を追記した。






（ 7 ） 『朝日新聞』2019 年 5 月 24 日。
（ 8 ）  東京都（2016）「第 1 回プラン策定会議　資料 2」（https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.jp/
basic-plan/actionplan-for-2020/history/pdf/seisaku_1 st.pdf、最終閲覧日 2019 年 8 月 31 日）。
（ 9 ） 『建通新聞』2017 年 2 月 10 日（https://www.kentsu.co.jp/feature/kikaku/view.asp?cd=171127000 
002、最終閲覧日 2019 年 8 月 31 日）。










（11）  東京都『東京都議会会議録』2008 年 2 月 20 日、第 1 回定例会。
（12）  東京都『東京都議会会議録』2007 年 12 月 11 日、第 4 回定例会。
（13）  東京都『東京都議会会議録』2008 年 6 月 18 日、第 2 回定例会。
（14）  東京都『東京都議会会議録』2006 年 9 月 28 日、都市整備委員会。
（15）  東京都『東京都議会会議録』2007 年 2 月 14 日、第 1 回定例会。東京都『東京都議会会議録』2007
年 3 月 6 日、予算特別委員会など。
（16）  『都政新報』2008 年 6 月 20 日。
（17）  東京都『東京都議会会議録』2011 年 9 月 29 日、第 3 回定例会。東京都『東京都議会会議録』2012
年 3 月 16 日、建設委員会。
（18）  東京都『東京都議会会議録』2007 年 6 月 20 日、第 2 回定例会。
（19）  『都政新報』2009 年 1 月 20 日。
（20）  『朝日新聞』2009 年 7 月 13 日。
（21）  『朝日新聞』2009 年 7 月 13 日。
（22）  『朝日新聞』2013 年 6 月 24 日。
（23）  東京都『東京都議会会議録』2014 年 3 月 4 日、第 1 回定例会。
（24）  東京都『東京都議会会議録』2014 年 3 月 14 日、予算特別委員会。
（25）  東京都『東京都議会会議録』2014 年 3 月 17 日、建設委員会。
（26）  東京都『東京都議会会議録』2014 年 6 月 18 日、第 2 回定例会。
（27）  『朝日新聞』2016 年 7 月 2 日。
（28）  『朝日新聞』2016 年 7 月 11 日。
（29）  『朝日新聞』2016 年 8 月 2 日。
（30）  『朝日新聞』2016 年 8 月 1 日。
（31）  東京都『東京都議会会議録』2016 年 9 月 28 日、第 3 回定例会。
（32）  高度道路交通システム（Intelligent Transport Systems）の略称。
（33）  『朝日新聞』2016 年 12 月 16 日、デジタル版。
（34）  『朝日新聞』2016 年 8 月 9 日。
（35）  『朝日新聞』2016 年 10 月 5 日。
（36）  東京都「プラン策定会議（第 1 回）」pp. 5-6（https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.jp/basic-
plan/actionplan-for-2020/history/pdf/gijigaiyo_1 st.pdf、最終閲覧日 2019 年 8 月 31 日）。
（37）  東京都『東京都議会会議録』2016 年 12 月 1 日、第 4 回定例会。
（38）  東京都『東京都議会会議録』2016 年 12 月 7 日、第 4 回定例会。
（39）  『都政新報』2016 年 12 月 13 日。
（40）  『朝日新聞』2016 年 12 月 15 日。
（41）  東京都『東京都議会会議録』2017 年 2 月 22 日、第 1 回定例会。
（42）  東京都『東京都議会会議録』2016 年 12 月 9 日、環境・建設委員会。
（43）  東京都『東京都議会会議録』2016 年 12 月 15 日、第 4 回定例会。
（44）  東京都『東京都議会会議録』2017 年 2 月 28 日、第 1 回定例会。東京都『東京都議会会議録』2017
年 3 月 1 日、第 1 回定例会。
（45）  『朝日新聞』2017 年 3 月 16 日。




  （http://www.city.ashiya.lg.jp/douro/mudenntyuuka-suisinkeikaku-iinnkai.html、最終閲覧日 2019 年
8 月 31 日）。
国土交通省 HP「無電柱化の推進」
  （https://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/chicyuka/index.html、最終閲覧日 2019 年 8 月 31 日）。
つくば市 HP「つくば市無電柱化条例」
  （https://www.city.tsukuba.lg.jp/shisei/torikumi/1001966.html、最終閲覧日 2019 年 8 月 31 日）。
東京都 HP「東京の無電柱化」
  （http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/jigyo/road/kanri/gaiyo/chichuka/mudentyuuka-top.html、
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  The purpose of  this paper  is  to clarify why Tokyo was able to establish a No Power Pillarization 
ordinance ahead of other local governments. A policy diffusion study found that governor leadership was 
an  important  factor  in allowing  for  the establishment of  the ordinance before other  local governments. 
However,  the exercise of  leadership of the governor will be difficult should they be  in conflict with the 
majority of assembly members. The author analyzed the political process of Tokyo and it became clear 
the governor is best able to demonstrate leadership when they assert themselves even in times of conflict 
with the majority of assembly members.
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